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第１節 平成３２年度の数値目標（成果目標） 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成２８年度末時点での施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行することとす

るとともに、これに合わせて平成３２年度末の施設入所者数を平成２８年度末時点

の施設入所者から２％以上削減することを基本とする。 

    当該目標値の設定に当たり、平成２９年度末において、障害福祉計画で定めた平

成２９年度までの目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を目標値に

加えた割合以上を目標値とする。 

 

〔県〕 地域移行者数は国と同様９％以上とするが、障害者施設入所者の削減数の数値目

標は設定しない。 

   《設定しない理由》 

本県の入所待機者は年々増加しており、特に強度行動障害や重度の重複障害など

による地域生活が困難な者が多数入所待ちをしている状況である。 

※ 強度行動障害とは、自分の体を叩いたり、食べられないものを口に入れる、危険につな

がる飛び出しなど本人の健康を損ねる行動、他人を叩いたり物を壊す、大泣きが何時間も

続くなど周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に

配慮された支援が必要になっている状態のことを言います。 

 

【新座市の目標】 

国及び県の目標数値に呼応し、平成２８年度末の施設入所者数の９％を地域へ移行する

こととするが、現在の施設入所者個々の状況からは、地域生活が相当困難と考えられ、地

域生活における支援体制の整備強化と併せ、移行可能な方から順次移行支援を行うものと

します。 

なお、障がい者施設入所者の削減については、県と同様な考え方に基づき、数値目標は

設定しないものとします。  

 

【目標値の設定】 

平成３２年度までの地域移行者数 

目標値 １０人 

平成２８年度末の施設入所者数１１０人×９％ 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成３２年度末までに全ての市町村ごとに協議会やその専門部会など保健、医療、

福祉関係者による協議の場を設置することを基本とする。医療関係者としては、病院、

診療所、訪問看護ステーション等において精神科医療に携わる関係者が参加すること

が望ましい。市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置で 

   あっても差し支えない。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

 

【新座市の目標】 

精神障がい者（発達障がい者及び高次脳機能障がい者を含む。）の地域移行・地域定着を

推進し、地域で安心して暮らせるようにするため、対象者ごとに医療機関、保健所、指定

特定相談支援事業所等の関係機関と協議を行った上で、相談・支援を行います。 

 

区分 
平成３２年度 

目標 

精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築 
検討 
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３ 地域生活支援拠点の整備 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成３２年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本

とする。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

 

【新座市の目標】 

 切れ目のない支援に対応できる拠点を整備するためには、障がい者支援施設等とも調整

を図る必要があります。また、地域で分担して支援するための面的な体制も必要であるた

め、地域のニーズや状況の把握に努め、整備の検討を進めます。 

 

【参考】 

≪地域生活支援拠点とは（国の考え方）≫ 

地域生活支援拠点又は居住支援のための機能を備えた複数の事業所・機関による面的な

体制は、障がい者及び障がい児の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、障が

い者等の入所施設や病院からの地域移行を進めるため、重度障がいにも対応することがで

きる専門性を有し、地域の生活で生じる障がい者等やその家族の緊急事態に対応を図るも

のである。 

具体的には、（１）緊急時の迅速・確実な相談支援の実施及び短期入所等の活用を可能と

することにより、地域における生活の安心感を担保する機能を備える、（２）体験の機会の

提供を通じて、施設や親元から共同生活援助、一人暮らし等への生活の場の移行をしやす

くする支援を提供する体制を整備することなどにより、障がい者等の地域での生活を支援

することを目的とする。 

 

区分 
平成３２年度 

目標 

地域生活支援拠点の整備 検討 
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４ 福祉施設から一般就労への移行 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすることを基本とする。 

また、当該目標値を達成するため、就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの 

就労移行率に係る目標値を設定することとし、就労移行支援事業の利用者数について 

は、平成３２年度末における利用者数が平成２８年度末における利用者数の２割以上 

増加すること、事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援事業所のうち、就 

労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指すものとする。 

なお、目標値の設定に当たり、平成２９年度末において、障害福祉計画で定めた平 

成２９年度までの目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を各目標値に 

加えた割合以上を目標値とする。就労定着支援事業による支援を開始した時点から１ 

年後の職場定着率を８割以上とすることを基本とする。 

一般就労に移行する者の数及び就労移行支援事業の利用者数に係る目標値の設定に 

当たり、平成２９年度末において、障害福祉計画で定めた平成２９年度までの数値目 

標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を平成３２年度末における各々の 

目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

 

【新座市の目標】 

  就労移行支援事業の利用者数は、増加している傾向があります。このため、福祉施設利

用者の一般就労への移行人数を増加させることが課題です。 

平成３２年度中に、平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍に増やすことを目

標とします。 

 

【目標値の設定】 

⑴ 一般就労移行人数 

平成３２年度末における一般就労への移行人数 

目標値 ２４人 

平成２８年度の一般就労移行者数（１６人）×１．５倍 
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⑵ 就労移行支援事業の利用者数 

 

平成３２年度末における就労移行支援事業の利用者数 

目標値 ５８人 

平成２８年度末の就労移行支援事業の利用者数（４８人）×１．２倍 

 

⑶ 就労移行支援事業所の就労移行率 

 

平成３２年度の事業所の就労移行率３割以上の事業所 

目標値 ２か所 

 市内にある就労移行支援事業所「スワン工舎新座」、「福祉工房さわらび」の２か所にお
いて、就労移行率３割以上を目指します。 
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５ 就労支援センター事業の充実 

【事業の内容】 

就労を希望する障がい者の相談に応じ、個々の状況に応じた就労支援を行う。 

障がい者雇用を考えている事業所に対し、支援の方法について助言や情報提供を行うと

ともに、障がい者の受入れ可能な事業所を開拓する。 

 

【新座市の目標】 

就労を希望する障がい者を対象とした就労支援、職場開拓、職場実習を実施するととも

に、就労中の障がい者に対する巡回訪問等就労後の職場への定着に向けた支援の強化を図

ります。 

また、企業に向けて障がい者就労支援センターの周知を図るとともに、就労支援員によ

り、一般企業への就労機会を拡大します。働く障がい者が増加する中、公共職業安定所等

の各関連機関とも連携を図り、情報提供に努めるとともに、就労支援体制の充実を図りま

す。 

 

【目標値の設定】 

区分 
実績値 目標値 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

就労支援センター登録者数

のうち就労している人数 
１３３人 １４１人 １４６人 １５０人 １５５人 １６０人 

延べ職場実習人数 ５７０人 ６５５人 ５７８人 ６４０人 ６４５人 ６５０人 

企業実習者数 ３人 １人 １人 ４人 ４人 ４人 

企業に就労した人数 ２１人 ２４人 １６人 ２４人 ２５人 ２６人 

就労企業数 
新規 １７社 １８社 １２社 １８社 １８社 １８社 

累計 １０６社 １１７社 １２４社 １３５社 １４０社 １４５社 

職場への定着に向けた支援回数 ３７７回 ３１４回 ２９５回 ３２０回 ３３０回 ３４０回 

 

 

  

※ 職場実習は、就労に向けて市役所等の職場内において実習を行います。 

※ 企業実習は、一般就労を目指して企業内において技術や就労のルール等を学習します。 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

※ 職場への定着に向けた支援は、就労した障がい者（企業）への巡回回数です。 
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【障がい者就業･生活支援センターについて】 

市の障がい者就労支援センターの事業とは別に、障害者就業･生活支援センターＳＷＡＮ

が、県の事業として南西部を対象に就業と生活の支援を必要とする障がい者に対し、相談

や職場訪問、家庭訪問等を実施し、就業面と生活面の一体的な相談支援を行っています。 
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６ 児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成３２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上

設置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での

設置であっても差し支えない。 

また、平成３２年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用で 

きる体制を構築することを基本とする。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

 

【新座市の目標】 

平成３２年度末までに、児童発達支援センターを１か所設置することを目標とします。 

また、保育所等訪問支援は、市内で１事業所が実施しており、保育所、幼稚園、学校等

の受入れ側への理解促進に努めます。 

 

【目標値の設定】 

区分 
平成３２年度 

目標 

児童発達支援センターの設

置数 
１か所 

 

区分 
平成３２年度 

目標 

保育所等訪問支援事業利用

者数 
１２人／年度 
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７ 重症心身障がい児を支援する事業所の確保 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及 

 び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保すること 

   を基本とする。 

 なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えな 

い。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

 

【新座市の目標】 

重度の重複障がい児等を受け入れている児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所はありますが、受入れが限られており、療育の内容の充実にも課題があります。 

そのため、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所の確保の検討を進めます。 

 

区分 
平成３２年度 

目標 

主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所の数 

検討 
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８ 医療的ケア児のための協議の場の設置 

【国及び県の基本指針等】 

〔国〕 医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、県、各圏 

域、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を 

図るための協議の場を設けることを基本とする。 

なお、市町村単独での設置が困難な場合には、県が関与した上での、圏域での設置 

であっても差し支えない。 

 

〔県〕 国基本指針のとおり 

※ 医療的ケア児とは、人工呼吸器を装着している障がい児その他の日常生活を営むために

医療を要する状態にある障がい児のことを言います。 

 

【新座市の目標】 

障がい者施策委員会や地域自立支援協議会を協議の場とすることや、近隣自治体の動向

を調査し、地域の実情に合った協議の場を設けることができるよう検討を進めます。 

 

区分 
平成３０年度 

目標 

医療的ケア児のための協議

の場の設置数 
検討 
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第２節 サービスの見込量と確保策 

１ 障がい福祉サービス 

⑴ 訪問系サービス 

【サービスの概要】 

訪問系サービスは、居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護の総称で、各サー

ビスの内容は下表のとおりです。ここでは、居宅介護を含む支援である重度障がい者等包

括支援も訪問系サービスと捉えます。 

サービス名 内 容 

居 宅 介 護 居宅において入浴、排せつ又は食事の介護等を提供する。 

重 度 訪 問 介 護 

重度の障がい者であって常時介護を要する障がい者に対し、居宅における

入浴、排せつ又は食事の介護その他のサービス及び外出時における移動中

の介護を総合的に提供する。 

同 行 援 護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等に対し、外出時

に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、その他の便宜を供与す

る。 

行 動 援 護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する障がい者の

うち、常時介護を要する障がい者に対し、行動の際に生じ得る危険を回避

するために必要な援護、外出時における移動中の介護等を行う。 

重度障がい者等

包 括 支 援 

常時介護を要する障がい者のうち、介護の必要の程度が著しく高い人に対

し、居宅介護及びその他の障がい福祉サービスを包括的に提供する。 

【利用者像】 

〔居宅介護〕 

○ 障がい支援区分１以上の障がい者 

〔重度訪問介護〕 

○ 障がい支援区分４以上で、一定の基準を満たす重度の障がい者 

〔同行援護〕 

〇 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有し、一定の基準を満たす障がい者等 

〔行動援護〕 

○ 障がい支援区分３以上であって、知的障がい又は精神障がいにより、行動上著しい困難

を有する障がい者 

〔重度障がい者等包括支援〕 

○ 障がい支援区分６に該当し、意思疎通に著しい困難を有し、四肢全てに麻痺があり寝た

きり状態にある障がい者 

【サービス提供基盤の状況】  

平成２９年１０月１日現在、本市をサービスの提供地域としている事業所は、県内（さ

いたま市、川越市、越谷市、和光市を除く。）では４８か所です。  
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【第５期計画の見込量と確保の方策】 

入院中の精神障がい者の地域生活への移行等により、サービス利用者の増加が見込まれ

ます。 

特に、重度訪問介護は、障がい者等のニーズに合った利用ができるよう、本市をサービ

ス提供地域としない事業所に対し、サービス提供地域とするよう促すなど、提供基盤の確

保に努めます。 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間合計利用時間数】 

［月間］ 

区分 サービス名 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

利用者数 
（人） 

居宅介護 269 285 302 284 305 326 

重度訪問介護 17 19 21 16 18 20 

同行援護 36 38 40 46 51 56 

行動援護 3 4 5 1 1 1 

合計 325 346 368 347 375 403 

利用時間 
（時間） 

居宅介護 4,714 5,018 5,337 4,146 4,146 4,146 

重度訪問介護 2,932 3,121 3,320 4,603 4,961 5,319 

同行援護 466 496 528 824 904 984 

行動援護 13 15 15 11 13 15 

合計 8,125 8,650 9,200 9,584 10,024 10,464 

区分  
第４期計画期間（実績値） 

27 年度 28 年度 29 年度 

利用者数 
（人） 

居宅介護 202 242 263 

重度訪問介護 10 12 14 

同行援護 30 36 41 

行動援護 1 1 1 

合計 243 291 319 

利用時間 
（時間） 

居宅介護 4,272 4,146 4,146 

重度訪問介護 3,237 3,887 4,245 

同行援護 579 664 744 

行動援護 5 7 9 

合計 8,093 8,704 9,144 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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⑵ 日中活動系サービス 

① 生活介護 

【サービスの概要】 

生活介護は、地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護を要する障

がい者に対し、主として昼間、障がい者支援施設等で入浴、排せつ、食事等の介護、創作

的活動又は生産活動の機会を提供します。 

【利用者像】 

○ 障がい支援区分３以上の障がい者（施設入所にあっては、障がい支援区分４以上） 

○ ５０歳以上の場合は、障がい支援区分２以上の障がい者（施設入所にあっては、障が

い支援区分３以上） 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は、市内に３か所のほか、朝

霞地区４市で運営する「すわ緑風園」があり、県内では３５０か所です。 

    市内施設には、「けやきの家」、「こぶしの森」、「ふたば」があります。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

特別支援学校の卒業生の進路の選択肢の一つとなっており、利用者の増加が見込まれま

す。 

市内における新たな事業所の確保に努めるとともに、市外の施設との連携を強化するこ

とによりサービス提供の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １６０ １６５ １７０ 

利用日数（日） ３，２００ ３，３００ ３，４００ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １６１ １７０ １７６ 

利用日数（日） ３，２０１ ３，３５７ ３，４８９ 

 

［月間］ 

※ 継続利用者数を除いて計画値を設定するものとされたため、数値を変更します。 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

※ 計画値は、過去の実績と近隣自治体での事業所の開設状況等から算出しています。 

 

 

 

  

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ９ １１ １０ １０ １０ １０ 

利用日数（日） １４０ ２０９ ２２０ ２２０ ２２０ ２２０ 
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② 自立訓練（機能訓練） 

【サービスの概要】 

自立訓練（機能訓練）は、地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・回復等の

ため、一定の支援が必要な身体障がい者に対し、理学療法や作業療法等の身体的リハビリ

テーションや、日常生活上の相談支援等を提供します。 

【利用者像】 

○ 入所施設・病院を退所・退院し、地域生活への移行等を図る上で、身体機能の維持・

回復等の支援や身体的リハビリテーションの継続が必要な身体障がい者又は難病患者 

〇 特別支援学校を卒業し、地域生活を営む上で、身体機能の維持・回復等の支援が必要

な身体障がい者又は難病患者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は市内にはなく、県内では国

立障害者リハビリテーションセンターを含め７か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

利用者が限られていることもあり、過去の利用実績から、月間１人の利用を見込んでい

ます。今後も、円滑にサービスを提供できるよう入所施設、病院等の各関係機関と連携を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １ １ １ １ １ １ 

利用日数（日） １５ １５ １５ ２２ ２２ ２２ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ０ １ ０ 

利用日数（日） ０ ２ ０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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③ 自立訓練（生活訓練） 

【サービスの概要】 

自立訓練（生活訓練）は、地域生活を営む上で、一定の支援が必要な知的障がい者・精

神障がい者に対し、食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援や日常生活上の相

談支援等を提供します。 

【利用者像】 

○ 入所施設・病院を退所・退院し、地域生活への移行を図る上で、生活能力の維持・向

上等の支援が必要な知的障がい者・精神障がい者 

○ 特別支援学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であって、

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等の支援が必要な知的障がい者・精神障が

い者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は市内にはなく、県内では国

立障害者リハビリテーションセンターを含め３０か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

  入所施設や病院から地域生活への移行が推進されていることから、サービスの必要性は

高まっていくものと考えられます。 

今後は、グループホーム等の利用を視野に入れ、入所施設、病院等の関係機関との連携 

 を図り、サービスを提供する方法の検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ８ ８ ８ １４ １７ ２０ 

利用日数（日） ６９ ６９ ６９ ３３２ ３９８ ４６４ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ５ ８ １１ 

利用日数（日） １３４ ２００ ２６６ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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④ 就労移行支援 

【サービスの概要】 

就労移行支援は、一般就労を希望し、就労が見込まれる障がい者に対し、生産活動、実

習、職場探し等の活動を通じて、就労に必要な知識及び能力向上のための訓練等を提供し

ます。 

【利用者像】 

○ 就労を希望するものの、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び

技術の習得若しくは就労先の紹介その他の支援が必要な６５歳未満の障がい者 

○ あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等の免許を取得することにより、就労を希

望する障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は、市内では「スワン工舎新

座」及び「福祉工房さわらび」の２か所、県内では訓練等の提供施設が１５７か所及び養

成施設が国立障害者リハビリテーションセンターの１か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

障がい者の雇用対策の促進に伴い、今後もサービスの利用は増加していくものと見込ま

れます。近隣の就労移行支援施設との連携を図り、利用希望者の適性に合った支援を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ３３ ３６ ３９ ５６ ６０ ６４ 

利用日数（日） ５９４ ６４８ ７０２ １，２３２ １，３２０ １，４０８ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ４４ ４８ ５２ 

利用日数（日） ７１５ ７５３ １，１４４ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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⑤ 就労継続支援Ａ型（雇用型） 

【サービスの概要】 

就労継続支援Ａ型（雇用型）は、一般就労が困難な障がい者で、雇用契約に基づく就労

が可能な者に対し、利用者と事業者が雇用関係を結び、就労の機会の提供をするとともに、

生産活動やその他の活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練等を提供

します。 

【利用者像】 

○ 就労移行支援事業を利用したものの、企業等の雇用に結びつかなかった障がい者 

○ 特別支援学校を卒業して就職活動を行ったものの、企業等の雇用に結びつかなかった障

がい者 

○ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、現在雇用関係がない障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は、市内では「ＳＡＩＦＵＫ

Ｕ」１か所、県内では９３か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

就労継続支援Ｂ型事業所の利用者には、就労継続支援Ａ型事業所への移行の可能性のあ

る利用者もいることが考えられます。指定特定相談支援事業所や就労継続支援Ｂ型事業所

が連携を図り、利用者の適性に合った支援ができるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ２４ ２５ ２６ ２３ ２３ ２３ 

利用日数（日） ４０８ ４２５ ４４２ ３９５ ３９５ ３９５ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ２３ ２３ ２３ 

利用日数（日） ３９５ ３９５ ３９５ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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⑥ 就労継続支援Ｂ型（非雇用型） 

【サービスの概要】 

就労継続支援Ｂ型（非雇用型）は、就労移行支援事業等を利用したものの一般企業等へ

の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者等に対し、通所により就労や生産活

動の機会を提供します。 

【利用者像】 

○ 就労経験があるものの、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった障

がい者 

○ 就労移行支援事業を利用した結果、企業や就労継続支援Ａ型（雇用型）への雇用に結び

つかなかった障がい者 

○ 上記に該当しない人のうち、５０歳に達している障がい者又は障がい基礎年金１級受給

者等 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は、市内では５か所、県内で

は３８９か所です。 

市内施設には、「福祉工房さわらび」、「アイズ」、「シンフォニー」、「くるみの木」、「こぶ

しの森」があります。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

特別支援学校の卒業生の進路の選択肢の一つとなっており、利用者の増加が見込まれま

す。 

市内における新たな事業所の確保に努めるとともに、市外の施設との連携を強化するこ

とによりサービス提供の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １９５ ２０２ ２１０ 

利用日数（日） ３，３１５ ３，４３４ ３，５７０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １９２ １９６ １９９ 

利用日数（日） ３，０９８ ３，１４４ ３，２１０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １２ １８ １５ １５ １５ １５ 

利用日数（日） １６２ ２６０ ３３０ ３３０ ３３０ ３３０ 

※ 継続利用者数を除いて計画値を設定するものとされたため、数値を変更します。 
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⑦ 就労定着支援 

【サービスの概要】 

就労定着支援は、一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対

し、就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必要な連絡調

整や指導・助言等を行います。 

【利用者像】 

○ 就労移行支援等の利用を経て一般就労した障がい者で、就労に伴う環境変化により生

活面の課題が生じている者 

【サービス提供基盤の状況】 

新規の事業であり、事業所開所等の情報はまだ把握できません。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

障がいのある人もない人も共に暮らせる新座市をつくるための調査（以下「アンケート

調査」という。）では、就労支援施策として就労後のフォロー等を希望する、職場外での相

談対応・支援を希望するとの回答がそれぞれ全体の約１６％でした。事業が開始された場

合の需要はあると考えられることから、事業所の開所情報の把握に努め、適切なサービス

利用につながるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第５期計画期間（計画値）の年間利用者数】 

［年間］ 

区分 
第５期計画期間（計画値） 

３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １６ １６ １６ 
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⑧ 療養介護 

【サービスの概要】 

療養介護は、医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障がい者に対し、主として昼

間に病院・施設において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下での介護や日常

生活上の支援を行います。 

【利用者像】 

○ 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行って

いる障がい支援区分６の障がい者 

○ 筋ジストロフィー患者又は重症心身障がい者であって、障がい支援区分５以上の障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している施設（病院）はなく、県内

では６か所となっています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

このサービスは、利用者が限られていることから、第４期計画値の水準を維持します。 

療養介護施設（病院）の定員に余裕はなく、今後の入所は困難な状況にありますが、入

所を希望するケースへの対応に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ２０ ２０ ２１ １８ １８ １８ 

利用日数（日） ５８０ ５８０ ６０９ ５４０ ５４０ ５４０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １８ １８ １８ 

利用日数（日） ５４９ ５５０ ５４０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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⑨ 短期入所（福祉型、医療型） 

【サービスの概要】 

短期入所（福祉型、医療型）は、介護者の疾病その他の理由で障がい者支援施設に短期

間入所し、入浴、排泄、食事の介護等を提供します。 

【利用者像】 

○ 障がい支援区分１以上の障がい者 

○ 医療型はこれに加え、療養介護対象者、重症心身障がい児、遷延性意識障がい者等、筋

萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン系疾病を有する者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、サービスを提供している施設は、市内では福祉型である「グ

ループホームにいざの智」、「かなで」の２か所があり、県内では福祉型及び医療型を合わ

せて１４０か所あります。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

介護者の疾病等での利用、グループホームへの入居を視野に入れた集団生活を経験する

ための利用等の需要から、サービスの利用は増加傾向にあります。市内のグループホーム

や近隣自治体にある施設等と調整し、サービス提供の確保に努めるとともに、サービス提

供基盤の整備について、引き続き県に要望していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間合計利用日数】 
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             ［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ２６ ３１ ３６ ２８ ３１ ３４ 

利用日数（日） １１６ １３９ １６１ ２３６ ２７０ ３０４ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １７ ２１ ２４ 

利用日数（日） １０５ １６８ ２０２ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

福
祉
型 

利用者数（人） １４ １７ １９ ２１ ２３ ２５ 

利用日数（日） ９１ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ 

医
療
型 

利用者数（人） ３ ４ ５ ７ ８ ９ 

利用日数（日） １４ １８ ２２ ２６ ３０ ３４ 

計 
利用者数（人） １７ ２１ ２４ ２８ ３１ ３４ 

利用日数（日） １０５ １６８ ２０２ ２３６ ２７０ ３０４ 

※ 福祉型と医療型に分けて、計画値を設定するものとされたため、数値を変更します。 
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⑶ 自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

① 自立生活援助 

【サービスの概要】 

自立生活援助は、障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者で一人

暮らしを希望する人に対し、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、

一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために必要な助言や医療機関等との連絡調整等、

適時のタイミングで適切な支援を行います。 

【利用者像】 

○ 障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者で一人暮らしを希望す

る者等 

【サービス提供基盤の状況】 

新規の事業であり、事業所開所等の情報はまだ把握できません。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

アンケート調査では、現在一人暮らしをしていない障がい者で将来一人暮らしをしたい

と考えている者（２５１人）のうち、地域で生活するために必要な支援を相談対応などの

充実であると回答した者は７人でした。この数値を見込量とし、サービス提供事業所等の

情報把握に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【第５期計画期間（計画値）の月間利用者数】 

［月間］ 

区分 
第５期計画期間（計画値） 

３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ７ ７ ７ 
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② 共同生活援助（グループホーム） 

【サービスの概要】 

共同生活援助（グループホーム）は、障がい者に対し、主として夜間において、共同生

活を営むべき住居で、相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助等を

行います。 

【利用者像】 

○ 就労又は就労移行支援等の日中活動を利用している障がい者で、地域において自立した

日常生活を営む上で、相談等の援助を必要とする者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月２７日現在、サービスを提供している施設は、市内では「北斗寮」、「新

座ホーム」、「グループホームにいざの智」、「かいとホーム１～５」及び「かなで」の９か

所、県内（さいたま市、川越市、越谷市、和光市を除く。）では２１６か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

アンケート調査では、グループホームで暮らしたいとの回答が９０人でした。 

施設・医療機関からの地域移行又は家族から離れ、地域での自立した生活への移行を希

望する障がい者の居住の場として、今後も需要の増加が見込まれます。 

市内における新たな施設の確保に努めるとともに、市外の施設との連携を強化すること

により、サービス提供の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ４５ ５０ ５５ ７２ ７９ ８６ 

利用日数（日） １，３０５ １，４５０ １，５９５ ２，０９４ ２，３０４ ２，５１４ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ５１ ５８ ６５ 

利用日数（日） １，４７５ １，６７４ １，８８４ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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③ 施設入所支援 

【サービスの概要】 

施設入所支援は、夜間において介護が必要な人や、通所が困難な生活介護、自立訓練、

就労移行支援の利用者に対し、夜間における入浴、排泄等の介護や日常生活上の相談支援

等を行います。 

【利用者像】 

○ 生活介護を受けている人のうち、障がい支援区分が４以上の障がい者（５０歳以上の場

合は区分３以上） 

○ 自立訓練、就労移行支援を受けている人で、次のいずれかに該当する障がい者 

 ・生活能力から単身の生活が困難な障がい者 

 ・地域の社会資源の状況から、通所することが困難な障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している施設はありませんが、朝霞

地区４市で運営する「すわ緑風園」のほか、近隣では朝霞市の「あさか向陽園」がサービ

スを提供しています。県内では１０１か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

家族の高齢化や障がいの重度化により、サービス利用者の増加が見込まれます。 

増加する需要に対して施設が不足しているため、今後も県及び近隣自治体と連携し、広域

的な観点から施設の整備を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ９４ ９４ ９４ 

利用日数（日） ２，９１４ ２，９１４ ２，９１４ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ９０ ９１ ９１ 

利用日数（日） ２，６５７ ２，６５８ ２，６５８ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １ ３ ２ ２ ２ ２ 

利用日数（日） ６ ８１ ６０ ６０ ６０ ６０ 

※ 継続利用者数を除いて計画値を設定するものとされたため、数値を変更します。 
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① 計画相談支援 

【サービスの概要】 

計画相談支援は、サービス等利用計画についての相談及び作成等の支援が必要な場合に、

障がい者の自立した生活を支え、障がい者の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向

けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するものです。 

【利用者像】 

○ 障がい福祉サービスを利用する障がい者で、市がサービス等利用計画案の提出を求めたも  

 の 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は１３か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

障がい者のサービス利用者は、今後も増加していくものと見込まれます。 

市内における新たな施設の確保に努めるとともに、市外の事業所との連携を強化するこ

とにより、サービス提供の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の年間利用者数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ７５ ７８ ８０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ５９ ６３ ６７ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
［年間］ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ７０５ ７６１ ８１９ ８７７ ９３５ ９９３ 

※ 計画値の設定について、計画相談支援は、年間を通して計画を作成するものであるため、

数値を月間から年間に変更します。 
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② 地域移行支援 

【サービスの概要】 

地域移行支援は、入所施設に入所している障がい者又は精神科病院に入院している精神

障がい者に対し、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相

談、地域移行のため障がい福祉サービス事業所への同行援護等を行うものです。 

【利用者像】 

○ 障がい者支援施設等に入所している障がい者 

○ 精神科病院に入院している精神障がい者 

○ 救護施設、更生施設に入所している障がい者 

○ 刑事施設（刑務所等）、少年院に収容されている障がい者 

○ 更生保護施設に入所している障がい者、自立更生促進センター等に宿泊している障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は、指定一般相談支

援事業所の「にいざ生活支援センター相談支援室」の１か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

過去の利用実績から、年間１人の利用を見込んでいます。今後は、指定一般相談支援事

業所、病院その他の関係機関と連携し、適切なサービス利用につながるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の年間利用者数】 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ５ ６ ７ １ １ １ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １ ０ ０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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③ 地域定着支援 

【サービスの概要】 

地域定着支援は、居宅で単身等で生活する障がい者が地域生活を継続していくため、常

時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に訪問等の各種支援

を行うものです。 

【利用者像】 

○ 単身で生活する障がい者 

○ 同居している家族等が障がい、疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況に

ある障がい者 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は、指定一般相談支

援事業所の「にいざ生活支援センター相談支援室」の１か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】  

アンケート調査では、現在一人で暮らしている者で現在と同じように暮らしたいと考え

ている者（３２３人）のうち、地域で生活するために必要な支援を相談対応などの充実で

あると回答した者は９人でした。 

今後は、指定一般相談支援事業所と連携し、適切なサービス利用につなげるよう努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の年間利用者数】 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １０ １１ １２ １０ １１ １２ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ５ ６ ９ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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⑸ 障がい児支援 

① 児童発達支援及び医療型児童発達支援 

【サービスの概要】 

児童発達支援は、障がい児に対し、通所により、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他の支援を行うものです。 

医療型児童発達支援は、上肢、下肢又は体幹の機能の障がいのある児童に対し、児童発

達支援及び治療を行うものです。 

【利用者像】 

○ 児童発達支援 

  療育を行う必要があると認められる未就学児 

○ 医療型児童発達支援 

  肢体不自由で理学療法等の機能訓練や医学的管理下での支援が必要な未就学児 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内で児童発達支援のサービスを提供している事業所は「わ

かば学園」、「みどり学園」、「児童デイサービスどれみ」、「児童発達支援元気キッズ新座教

室」、「よつみ」の５か所です。 

医療型児童発達支援のサービスを提供している事業所は、市内にはなく、県内でもさい

たま市の２か所の事業所のみが提供しています。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

 児童発達支援は、今後とも利用希望者の適性に合ったサービスが円滑に提供できるよう、

提供体制の整備に努めます。 

 医療型児童発達支援は、県や近隣自治体における提供体制の整備の動向を調査し、研究

を続けます。 

 

 

 

 

 

 
 
 
【児童発達支援：第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 
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【児童発達支援】                             ［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ５２ ５９ ６６ ７６ ７６ ７６ 

利用日数（日） ５７２ ６４９ ７２６ ７８８ ７８８ ７８８ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ７７ ７６ ７６ 

利用日数（日） ７７０ ７８８ ７８８ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
 

【医療型児童発達支援】                          ［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ‐ ‐ ‐ ０ ０ ０ 

利用日数（日） ‐ ‐ ‐ ０ ０ ０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） ０ ０ ０ 

利用日数（日） ０ ０ ０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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② 放課後等デイサービス 

【サービスの概要】 

放課後等デイサービスは、就学している障がい児に対し、放課後や休日の通所により、

生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他の支援を行うものです。 

【利用者像】 

○ 学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学し、生活能力等の向上のために療育的な支援が

必要な障がい児 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は１１か所です。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

事業者の整備の拡大に伴い、利用者数は増加しています。 

各事業所が特色をいかしたサービスを提供しているため、今後とも利用希望者の適性に

合ったサービスが円滑に提供できるよう、提供体制の整備に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ８８ １０５ １２０ １９５ ２２７ ２５９ 

利用日数（日） ８８０ １，０５０ １，２００ ２，７４０ ３，１９０ ３，６４０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １０４ １３１ １６３ 

利用日数（日） １，４７３ １，８４０ ２，２９０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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③ 保育所等訪問支援 

【サービスの概要】 

保育所等訪問支援は、保育所等（保育所、幼稚園、学校等）を訪問し、障がい児が他の

児童との集団生活に適応するための専門的な支援等を行うものです。 

【利用者像】 

○ 保育所等の集団生活を営む施設に通う障がい児 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は「児童デイサービ

スどれみ」の１か所で、県内（さいたま市及び和光市を除く。）では３６か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

アンケート調査では、学校教育に望むことについて、能力や障がいの程度に合った指導

をしてほしい（回答率６６．２％）、障がいの種類・程度にかかわらず普通学級で受け入れ

てほしい（同１５．３％）との回答があり、これらの希望は、このサービスで支援できる

ものの一つと考えられます。 

このため、サービスを必要とする児童と保護者が潜在的にいることが見込まれます。保

護者のみならず、保育所等へ制度の周知を図り、適切なサービス利用につながるよう努め

ます。 

【参考】 

 発達障がい等に関する知識を有する専門員が、保育所等の子どもやその親が集まる施

設・場への巡回等支援を実施し、施設等の支援を担当する職員や子どもの保護者に対し、

障がいの早期発見、早期対応のための助言等の支援を行うものとして、巡回支援専門員整

備があります。 

 巡回支援専門員整備は、児童発達支援センターの整備を機に、保育所等訪問支援との連

携を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の月間利用日数】 

 

 

1 
0 

3 

5 5 5 

0
1
2
3
4
5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利
用
日
数
（
日
）

実　績 計　画



第４章 第５期新座市障がい福祉計画  

第１期新座市障がい児福祉計画 

95 

 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ２ ２ ２ １ １ １ 

利用日数（日） ２ ２ ２ ５ ５ ５ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １ ０ ２ 

利用日数（日） １ ０ ３ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。  
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④ 居宅訪問型児童発達支援 

【サービスの概要】 

重度の障がい等の状態にあり、障がい児通所支援を利用するために外出することが著し

く困難な障がい児に対し、居宅を訪問して発達支援を行うものです。 

【利用者像】 

○ 重度の障がいがあり、障がい児通所支援を受けるための外出が著しく困難な障がい児 

【サービス提供基盤の状況】 

新規の事業であり、事業所開所等の情報はまだ把握できません。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

 利用希望者の把握に努めます。 

［月間］ 

区分 
第５期計画期間（計画値） 

３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ０ ０ ０ 

利用日数（日） ０ ０ ０ 
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⑤ 障がい児相談支援 

【サービスの概要】 

障がい児相談支援は、サービス等利用計画についての相談及び作成等の支援が必要な場

合に、障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントに

よりきめ細かく支援するものです。 

 

【利用者像】 

○ 障がい福祉サービスを利用する障がい児で、市がサービス等利用計画案の提出を求め

たもの 

○ 障がい児通所支援を申請した障がい児で、市が障がい児支援利用計画案の提出を求め

たもの 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は６か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

障がい児のサービス利用者は、今後も増加していくものと見込まれます。 

市内における新たな施設の確保に努めるとともに、市外の事業所との連携を強化するこ

とにより、サービス提供の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４期計画期間（実績値）及び第５期計画期間（計画値）の年間利用者数】 
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［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １７ １８ ２１ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １８ ２２ ２７ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） ２１８ ２５８ ２９８ ３３８ ３７８ ４１８ 

※ 計画値の設定について、障がい児相談支援は、年間を通して計画を作成するものである

ため、数値を月間から年間に変更します。 
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⑥ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

【サービスの概要】 

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、保健、医療、障がい福祉、

保育等の関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置を促進するものです。 

※ コーディネーターとは、医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調

整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参画し、地域に

おける課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児に対する支援のため

の地域づくりを推進する者を言います。 

【サービス提供基盤の状況】 

  平成２９年１０月１日現在、配置していません。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

  コーディネーターとして養成された相談支援事業者等の配置を目指します。 
 
 
 
 
 
 
 
【第５期計画期間（計画値）の年間配置人数】 

［年間］ 

区分 
第５期計画期間（計画値） 

３０年度 ３１年度 ３２年度 

配置人数 ０ ０ １ 
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２ 地域生活支援事業 

⑴ 理解促進研修・啓発事業 

【事業の内容】 

理解促進研修・啓発事業は、地域の住民に対して、障がい者及び障がい児に対する理解

を深めるために実施する研修･啓発事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者就労支援セミナー、成年後見制度の講演会、奉仕員養成研修事業を開催してい

るほか、出前講座で障害者差別解消法の説明会にも応じています。 

また、平成２７・２８年度には共に暮らすための新座市障がい者基本条例に係る啓発用

パンフレットを作成し、市立小・中学校の児童・生徒を対象に配布し、併せて市ホーム

ページにも掲載することで啓発に努めました。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

市ホームページ等を活用し、ノーマライゼーションの普及・啓発を行うとともに、共に

暮らすための新座市障がい者基本条例に係る啓発用パンフレットを活用した説明会を実施

するなど、普及・啓発に努めます。 

 

 
 

  

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

理解促進研修･ 

啓発事業の実施 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 

区分 
第４期計画期間（実績値）  

２７年度 ２８年度 ２９年度    

理解促進研修･ 

啓発事業の実施 
実施 実施 実施    



第４章 第５期新座市障がい福祉計画  

第１期新座市障がい児福祉計画 

101 

⑵ 自発的活動支援事業 

【事業の内容】 

自発的活動支援事業は、障がい者及び障がい児やその家族、地域住民等が自発的に行う

活動に対する支援事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者福祉課において、各障がい者団体が講演会等を実施する際、名義後援等で支援

しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

今後も各障がい者団体が講演会等を実施する際、名義後援等を行って支援します。 

また、各障がい者団体等の活動が、今後も安定して継続されるよう引き続き支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

自発的活動支援
事業の実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

区分 
第４期計画期間（実績値）  

２７年度 ２８年度 ２９年度    

自発的活動支援
事業の実施 実施 実施 実施    
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⑶ 相談支援事業 

① 障がい者相談支援事業 

【事業の内容】 

障がい者相談支援事業は、障がい者等からの相談に応じ、情報の提供や助言、障がい福

祉サービスの利用支援等の必要な支援を行うとともに、障がい者同士によるピアカウンセ

リングや障がい者の権利擁護のために必要な援助を行う事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者福祉課のほか、｢相談支援事業所ぽけっと｣、｢にいざ生活支援センター相談室｣

に委託して実施しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

地域への対応を含めた相談支援事業の在り方について、引き続き検討します。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

実施箇所数（か所） ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

実施箇所数（か所） ３ ３ ３ 
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② 基幹相談支援センター等機能強化事業 

【事業の内容】 

 基幹相談支援センター等機能強化事業は、一般的な相談支援事業に加え、相談支援機能

の強化を図るため、特に必要と認められる能力を有する専門的職員を基幹相談支援セン 

ター等に配置することや、基幹相談支援センター等が地域における相談支援事業者等に対

する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行に向けた取組等を

実施する事業です。 

※ 基幹相談支援センターとは、地域における相談支援の中核的な役割（総合的・専門的

な相談支援、地域の相談支援体制の強化、地域移行等の促進、権利擁護・虐待の防止）

を担う機関です。 

【サービス提供基盤の状況】 

基幹相談支援センター等機能強化事業については、現在、未実施です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

地域の実情に合った必要な業務等を行うため、先進自治体を参考にするとともに、指定

特定相談支援事業所等との協議を行いながら、平成３２年度の実施を目指します。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

基幹相談支援 

センターの設置 
検討 検討 実施 検討 検討 実施 

基幹相談支援 

センター等 

機能強化事業の実施 

検討 検討 実施 検討 検討 実施 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

基幹相談支援 

センターの設置 
未実施 未実施 未実施 

基幹相談支援 

センター等 

機能強化事業の実施 

未実施 未実施 未実施 
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③ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

【事業の内容】 

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）は、賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び

民間の賃貸住宅）への入居を希望しているが、保証人がいないなどの理由により入居が困

難な障がい者等に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・

助言を通じて障がい者等の地域生活を支援する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

現在、障がい者福祉課及び障がい者相談支援事業委託事業所が個々の相談に対応してい

ます。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

障がい者福祉課と障がい者相談支援事業委託事業所が連携を図り対応していますが、事

業の実施に向け検討します。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

住宅入居等支援事業

の実施 
検討 検討 検討 検討 検討 検討 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

住宅入居等支援事業

の実施 
未実施 未実施 未実施 
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⑷ 成年後見制度利用支援事業 

【事業の内容】 

成年後見制度利用支援事業は、障がい者の権利擁護を図るため、障がい福祉サービスの

利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障がい者又は

精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援する事業です。 

 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者福祉課と長寿はつらつ課、相談支援専門員が相談支援を行っています。 

また、市長申立てによる支援を行い、成年後見の審判請求の申立ての費用、成年後見人

等の報酬を助成しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

第５期の計画値は、第４期の実績値の水準を維持するものとします。 

引き続き、障がい者福祉課と長寿はつらつ課、相談支援専門員が連携を図り支援します。 

 

【審判請求】                                ［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用件数（件） ３ ３ ３ ２ ２ ２ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用件数（件） １ ０ ３ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
 

【報酬助成】                                ［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用件数（件） ３ ３ ３ １２ １４ １６ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用件数（件） ６ ９ ９ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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⑸ 成年後見制度法人後見支援事業 

【事業の内容】 

成年後見制度法人後見支援事業は、障がい者の権利擁護を図るため、成年後見制度にお

ける後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、

市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

現在、公益社団法人新座市シルバー人材センターが成年後見制度法人後見を実施してい

ます。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

 今後、公益社団法人新座市シルバー人材センター及び関係団体との協議を行いながら、

平成３２年度の実施を目指します。 

  

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

成年後見制度法人 
後見支援事業の実施 

検討 検討 実施 検討 検討 実施 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

成年後見制度法人 
後見支援事業の実施 

検討 検討 検討 
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⑹ 意思疎通支援事業 

【事業の内容】 

意思疎通支援事業は、意思疎通の円滑化を図るため、聴覚、言語機能、音声機能、視覚、

失語、知的、発達、高次脳機能、重度の身体等の障がいや難病により意思疎通を図ること

に支障がある障がい者等に対し、手話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者等とその

他の者の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者の派遣等を行う事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

手話通訳者派遣事業については、市の手話通訳者派遣センターから専任手話通訳者及び

登録手話通訳者の派遣並びに埼玉聴覚障害者情報センターに派遣の委託を実施しています。 

要約筆記者派遣事業については、埼玉聴覚障害者情報センター及び要約筆記奉仕員派遣

事業所「あすか」等に派遣依頼をしています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

 手話通訳者派遣事業利用者は、ほぼ横ばいであり、今後も市の専任手話通訳者及び登録

手話通訳者を育成し、手話通訳者派遣センターの安定的な運営により、引き続きサービス

を確保していきます。 

  また、視覚障がい者等への意思疎通支援の在り方について、今後研究していきます。 
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［月間］ 

区分 

第４期計画期間 

（計画値） 

第５期計画期間 

（計画値） 

２７ 

年度 

２８ 

年度 

２９ 

年度 

３０ 

年度 

３１ 

年度 

３２ 

年度 

手話通訳者 

派遣事業 

実利用者数（人） １２ １３ １４ １６ １６ １６ 

延べ利用件数（件） ３７ ４６ ５７ ２５ ２５ ２５ 

延べ派遣人数（人） ５１ ５１ ６１ ３０ ３０ ３０ 

実施箇所数（か所） ２ ２ ２ １ １ １ 

要約筆記者 

派遣事業 

実利用者数（人） １ １ １ ２ ２ ２ 

延べ利用件数（件） ７ ８ ９ ６ ６ ６ 

延べ派遣人数（人） １１ １２ １３ １０ １０ １０ 

実施箇所数（か所） ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

手話通訳者 

設置事業 
設置箇所数（か所） １ １ １ １ １ １ 

要約筆記者 

設置事業 
設置箇所数（か所） １ １ １ １ １ １ 

区分 

第４期計画期間 

（実績値） 

２７ 

年度 

２８ 

年度 

２９ 

年度 

手話通訳者 

派遣事業 

実利用者数（人） １６ １５ １６ 

延べ利用件数（件） ２６ ２３ ２５ 

延べ派遣人数（人） ３１ ２６ ３０ 

実施箇所数（か所） １ １ １ 

要約筆記者 

派遣事業 

実利用者数（人） ２ ２ ２ 

延べ利用件数（件） ６ ５ ６ 

延べ派遣人数（人） １０ ８ １０ 

実施箇所数（か所） ３ ３ ３ 

手話通訳者 

設置事業 
設置箇所数（か所） １ １ １ 

要約筆記者 

設置事業 
設置箇所数（か所） １ １ １ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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⑺ 日常生活用具給付等事業 

【事業の内容】 

日常生活用具給付等事業は、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資するため、障

がい者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又貸与をする事業です。 

介護・訓練支援用具（特殊マット等）、自立生活支援用具（Ｔ字つえ等）、在宅療養等支

援用具（ネブライザー（吸入器等））、情報・意思疎通支援用具（視覚障がい者用拡大読書

器等）、排泄管理支援用具（ストマ装具等）、住宅改修費（居宅生活動作補助用具）等があ

ります。 

【サービス提供基盤の状況】 

 障がい者等に対し、日常生活用具の給付及び貸与を実施しています。 

 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

在宅療養等支援用具及び排泄管理支援用具については、今後も増加が見込まれます。そ 

の他の支援用具については、年度による増減があることから、第５期の計画値は第４期の

実績値を考慮し見込みます。 

  引き続き、日常生活用具の必要性の高い障がい者に対し、制度の周知を行い、サービス

利用の促進に努めます。 
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区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

介護・訓練支援用具(件) ７ ７ ７ １３ １４ １５ 

自立生活支援用具(件) ３０ ３０ ３０ ２５ ２５ ２５ 

在宅療養等支援用具(件) ９ ９ ９ ２５ ３０ ３５ 

情報・意思疎通支援用具(件) ２５ ２５ ２５ ６０ ６０ ６０ 

排泄管理支援用具(件) １，５３４ １，６２７ １，７２５ １，８００ １，９００ ２，０００ 

住宅改修費(件) 

（居宅生活動作補助用具） 
４ ４ ４ １０ １０ １０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

介護・訓練支援用具(件) ８ １１ １２ 

自立生活支援用具(件) ２７ １５ １９ 

在宅療養等支援用具(件) ８ １７ １８ 

情報・意思疎通支援用具(件) ５５ ５９ ６４ 

排泄管理支援用具(件) １，４５５ １，４９３ １，７０２ 

住宅改修費(件) 

（居宅生活動作補助用具） 
１ ４ １０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
 

［年間］ 
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⑻ 手話奉仕員養成事業 

【事業の内容】 

手話奉仕員養成事業は、聴覚障がい者等との交流活動の促進、支援者として期待される

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

手話奉仕員養成研修として、入門講座及び基礎講座を福祉の里で実施しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

今後も手話奉仕員養成講座について、開催の周知を更に図るとともに、受講者の増加に

努めます。 

 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

【参考】 

手話奉仕員養成講座の修了者で、手話通訳者を目指す希望者を対象に、福祉の里で「中

級講座」、市の手話通訳者派遣センターで「手話通訳者養成講座」を実施しています。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

中級講座修了人数（人） ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

手話通訳者養成講座修

了人数（人） 
１５ １５ １５ １５ １５ １５ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

中級講座修了人数（人） １２ ２２ １１ 

手話通訳者養成講座修

了人数（人） 
１０ １０ １０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

入門講座修了人数（人） ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

基礎講座修了人数（人） ２５ ２５ ２５ ２０ ２０ ２０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

入門講座修了人数（人） １８ ２３ １３ 

基礎講座修了人数（人） １９ １６ ２０ 

［年間］ 
 

［年間］ 
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⑼ 移動支援事業 

【事業の内容】 

移動支援事業は、地域における自立生活及び社会参加を促すため、屋外での移動が困難

な障がい者等に対し、外出のための支援を行う事業です。 

 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内でサービスを提供している事業所は１５か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

利用者は、増加する傾向が見られることから、引き続き制度の周知を始め、利用の促進

に努めます。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

利用者数（人） １０９ １２１ １３５ １１３ １１６ １１９ 

利用時間（時間） １，２２６ １，２７６ １，３８２ １，３５２ １，３７０ １，３８８ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

利用者数（人） １０４ １０８ １１０ 

利用時間（時間） １，２９９ １，３１２ １，３３４ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
 

［月間］ 
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⑽ 地域活動支援センター機能強化事業 

【事業の内容】 

地域活動支援センター機能強化事業は、障がい者等の地域生活支援の促進を図るため、

地域活動支援センターを充実強化する事業です。 

※ 地域活動支援センターとは、地域の実情に応じ、障がい者に対して創作的活動や生産

活動の機会を提供したり、社会との交流を促進し、便宜を供与したりする事業です。事

業には、この基礎的事業と地域活動支援センターの機能を充実強化する機能強化事業が

あります。 

機能強化事業には、Ⅰ型、Ⅱ型及びⅢ型の類型が設けられています。 

 

区分 内容 利用者数 

Ⅰ型 

専門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化

のための調整、地域住民ボランティア育成、障がいに対する理解

促進を図るための普及啓発等の事業 

１日当たりの実利用

人員がおおむね２０

人以上 

Ⅱ型 
地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、

社会適応訓練、入浴等のサービスを実施する事業 

１日当たりの実利用

人員がおおむね１５

人以上 

Ⅲ型 地域の障がい者団体等が実施する通所による援護事業 

１日当たりの実利用

人員がおおむね１０

人以上 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内で事業を実施しているのは、市の「新座市障がい者地

域活動支援センター（Ⅱ型）」（福祉の里）、「にいざ生活支援センター（Ⅰ型）」、「福祉工房

楓（Ⅲ型）」、「障害者地域活動センターふらっと（Ⅱ型）」の４か所です。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

今後も４か所の事業を継続します。 
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［月間］ 

区分 

第４期計画期間 

（計画値） 

第５期計画期間 

（計画値） 

２７ 

年度 

２８ 

年度 

２９ 

年度 

３０ 

年度 

３１ 

年度 

３２ 

年度 

市内 

Ⅰ
型 

実施箇所数（か所） １ １ １ １ １ １ 

実利用者数（人） ２０ ２０ ２０ ３１ ３１ ３１ 

Ⅱ
型 

実施箇所数（か所） ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

実利用者数（人） ３０ ３０ ３０ ３５ ３５ ３５ 

Ⅲ
型 

実施箇所数（か所） １ １ １ １ １ １ 

実利用者数（人） １０ １０ １１ １３ １３ １３ 

計 

実施箇所数（か所） ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

実利用者数（人） ６０ ６０ ６１ ７９ ７９ ７９ 

市外 

実施箇所数（か所） ２ ２ ２ ０ ０ ０ 

実利用者数（人） ４ ４ ４ ０ ０ ０ 

関連する市町村 
和光市 

朝霞市 

和光市 

朝霞市 

和光市 

朝霞市 
－ － － 

区分 

第４期計画期間 

（実績値） 

２７ 

年度 

２８ 

年度 

２９ 

年度 

市内 

Ⅰ
型 

実施箇所数（か所） １ １ １ 

実利用者数（人） ２１ ３４ ３１ 

Ⅱ
型 

実施箇所数（か所） ２ ２ ２ 

実利用者数（人） ３１ ３４ ３５ 

Ⅲ
型 

実施箇所数（か所） １ １ １ 

実利用者数（人） １１ １４ １３ 

計 

実施箇所数（か所） ４ ４ ４ 

実利用者数（人） ６３ ８２ ７９ 

市外 

実施箇所数（か所） ０ ０ ０ 

実利用者数（人） ０ ０ ０ 

関連する市町村 － － － 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

  



第４章 第５期新座市障がい福祉計画  

第１期新座市障がい児福祉計画 

115 

⑾ その他の事業 

① 日中一時支援事業 

【事業の内容】 

日中一時支援事業は、障がい者等の家族の就労支援及び障がい者等を日常的に介護して

いる家族の一時的な休息のため、障がい者等の日中における活動の場を提供し、見守り、

日常的な訓練その他の支援を行う事業です。 

 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、朝霞地区４市で運営する「すわ緑風園」を含む１０事業所

に委託して実施しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

過去の利用実績から、年間５人の利用を見込んでいます。 

市内にはこの事業を行う施設はなく、比較的遠方の施設が多いことから、施設への送迎

が必要であるため、利用しやすい環境づくりに努めます。 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

実利用者数（人） ７ ７ ７ ５ ５ ５ 

延べ利用日数（日） １１５ １１５ １１５ ７５ ７５ ７５ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

実利用者数（人） ５ ５ ５ 

延べ利用日数（日） ７６ ６７ ７０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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② 社会参加支援事業 

【事業の内容】 

社会参加支援事業は、芸術・文化講座、スポーツ・レクリエーション教室、奉仕員（点

訳・朗読）養成研修事業等の開催を通じ、障がい者の社会参加を促進するとともに、障が

いや障がい者への理解を促進する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者福祉センター事業として、実施しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

事業計画の実施に当たっては、参加者のニーズに対応した講座等の実施と講座開設の周 

知に努めるとともに、市内で活動する団体等の協力も得ながら推進します。 

 なお、芸術文化活動振興については、社会参加支援事業としての位置付けがなくなった

事業及び参加人数が集まらずに廃止になった事業の影響により、第５期の計画値は第４期

の実績値よりも減少した数値を見込んでいます。 

 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

芸術文化活動振興(人) １００ １００ １００ ６５ ６５ ６５ 

スポーツ・レクリエー 

ション教室開催等事業(人) 
６０ ６０ ６０ ６０ ６０ ６０ 

奉仕員養成研修事業(人) １０ １０ １０ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

芸術文化活動振興(人) ９０ １１７ ９０ 

スポーツ・レクリエー 

ション教室開催等事業(人) 
６４ ５４ ５３ 

奉仕員養成研修事業(人) ５８ ７３ － 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 

※ 奉仕員養成研修事業は、平成２９年度から理解促進・啓発事業へ移行しています。 

※ 数値の（人）は実利用者数です。 

［年間］ 
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③ 訪問入浴サービス事業 

【事業の内容】 

訪問入浴サービス事業は、身体障がい者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る

ため、訪問により居宅において入浴サービスを提供する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

平成２９年１０月１日現在、市内で１か所、市外で１か所の事業所に委託して実施して

います。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

過去の利用実績から、月間６人の利用を見込んでいます。 

今後も、制度の周知を図るとともに、利用希望者のニーズに応じたサービス提供に努め

ます。 

［月間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

延べ利用者数（人） ６ ６ ６ ６ ６ ６ 

延べ利用件数（件） ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

延べ利用者数（人） ７ ６ ６ 

延べ利用件数（件） ２８ ２４ ２５ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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④ 更生訓練費給付事業 

【事業の内容】 

更生訓練費給付事業は、就労移行支援又は自立訓練を利用している障がい者に対し、訓

練を効果的に受けるために必要な経費等を支給する事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

 障がい者に対し、就労移行支援又は自立訓練を利用した場合に更生訓練費を支給してい

ます。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

就労移行支援及び自立訓練の利用者の増加により、更生訓練費の受給者数は増加傾向に

あります。 

今後も、就労移行支援施設及び自立訓練施設を利用する者に対し、制度の周知を図りま

す。 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

受給者数（人） ３９ ３９ ３９ ８９ ９８ １０７ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

受給者数（人） ６２ ７８ ８０ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
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⑤ 自動車運転免許取得・改造費助成事業 

【事業の内容】 

自動車運転免許取得・改造費助成事業は、障がい者の就労その他の社会参加の機会の拡

大等を図るため、自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一部を助成する

事業です。 

【サービス提供基盤の状況】 

障がい者に対し、自動車の運転免許を取得し、又は自動車を改造した場合に、その費用

の一部を助成しています。 

【第５期計画の見込量と確保の方策】 

過去の利用実績から、自動車運転免許取得にあっては年間１人、改造費助成事業あっては

年間４人の利用を見込んでいます。 

今後も、制度の周知を行い、サービスの利用促進に努めます。 

［年間］ 

区分 
第４期計画期間（計画値） 第５期計画期間（計画値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

自動車運転免許取得(人) １ １ １ １ １ １ 

改造費助成事業(人) ３ ３ ３ ４ ４ ４ 

区分 
第４期計画期間（実績値） 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

自動車運転免許取得(人) ３ １ １ 

改造費助成事業(人) ２ ２ ４ 

※ 平成２９年度は実績見込値です。 
※ 数値の（人）は実利用者数です。 
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３ 国・県への要望事項 

障がい者福祉施策の充実強化を図るため、国・県に対し、次の事項について要望してい

きます。 

 

⑴ 国への要望事項 

① 障がい者の地域移行の受け皿となるグループホーム不足の解消のため、施設整備

に係る補助の拡大のための財政措置を講じること。 

また、市町村が整備する場合の補助制度も整備すること。 

② 発達障がい児（者）の特性に配慮した障がい福祉サービスを創設するとともに、

必要な財政措置を講じること。 

また、発達障がい児（者）の早期発見・早期療育に係る事業を実施する市町村に

対し、負担を軽減するための必要な財政措置を講じること。 

③ 重度心身障がい者に対する医療費の助成は全国的に実施されており、障がい者を

支援する制度としては不可欠なものです。 

このため、市町村が実施する身体・知的・精神障がい者への一部負担金助成制度

に対し、国が必要な財政措置を行い、市町村の負担を軽減すること。 

④ 身体障がい者手帳に該当しない軽度・中等度難聴児に対する補聴器購入の補助事

業については、単独（県補助）事業として実施しておりますが、年々補助件数が増

加しており、市町村への補助が十分でないため、財政的に厳しい状況があります。 

このため、身体障がい者手帳に該当しない軽度・中等度難聴児が購入する補聴器

については、国が補装具費として支給できるよう必要な措置を講じること。 

⑤ 公共交通運賃及び有料道路料金について、精神障がい者への割引制度を創設する

など、身体・知的障がい者と同様のサービスが受けられるよう制度を整備すること。 

また、利用制限の撤廃や利用手続の簡素化について、関係機関に要請すること。 

⑥ 乳幼児医療費補助制度は各自治体によって対象年齢の範囲、自己負担等に格差が

あります。こうした格差をなくし、公平な助成が受けられるよう、国の制度として

確立し、補助対象年齢及び補助基準の見直しを行うこと。 
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⑵ 県への要望事項 

① こども(乳幼児)医療費の県補助金について、乳幼児医療費支給の対象年齢を拡大

するとともに、所得制限や自己負担金制度を廃止し、市町村の支給額における２分

の１を補助額としていただくよう強く要望する。 

 ② 全身性障害者介護人派遣事業、重度心身障害者福祉手当支給事業、重度心身障害

者医療費支給事業、重度障害者居宅改善整備費助成事業、障害児（者）生活サポー

ト事業及び生活ホーム事業は、市民にとって必要不可欠な事業であり、障害者総合

支援法の制度だけでは必要なサービスをカバーできない障がい者も多く存在しま

す。そこで、全事業を県補助事業として今後も継続するよう強く要望するとともに、

以下の事業についての拡充を検討していただきくよう要望する。 

⑴ 精神障がい者通院医療費助成事業 

自立支援医療（精神通院医療）の受給者は精神疾患で通院する際にかかった医

療費の１割を負担することとなっておりますが、現在、市単独事業で１割の医療

費に対しても助成を行っております。 

精神障害者保健福祉手帳１級所持者の精神疾患に係る入院以外の医療費は、重

度心身障害者医療費支給事業において、県の助成対象に含まれていますが、１級

以外の精神障がい者の精神通院医療費（１割分）は県補助対象ではありません。 

つきましては、１級以外の精神障がい者も重度心身障害者医療費支給事業の対

象とするか、自立支援医療（精神通院医療）の受給者の自己負担がなくなるよう

制度の拡充をすること。 

⑵ 重度心身障害者福祉手当支給事業 

平成２２年１月から６５歳以上の新規手帳取得者及び精神障害者保健福祉手帳

２級所持者が支給対象外になりましたが、現在市単独事業で助成を継続しており

ます。 

これらの者について従前どおり県の補助対象としていただくとともに、市単独

で対象を拡大している療育手帳Ｂ所持者も対象となるよう制度の拡充をするこ

と。 

  ⑶ 障がい児（者）生活サポート事業 

市町村の人口規模による限度額の引上げ等財政措置の拡充を図ること。 

③ 今後も引き続き、短期入所の需要が見込まれることから、各施設の短期入所枠の 

拡大、新たな障がい者支援施設の整備の供給量の増加につながる基盤の整備につい 

て必要な措置を図ること。 

また、障がい者への虐待発生時の対応等も考慮すると、緊急利用できる短期入所

体制の確保について、社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団が経営を行う施設を早急

に整備すること。 
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④ 市単独事業として行っている難病患者に支給している見舞金に対し、県の補助を

付けること。 

⑤ 乳幼児医療費、ひとり親家庭等医療費及び重度心身障がい者医療費の現物給付化

と制度の広域化について、県が医療機関等、審査支払機関との調整を行い、県内で

統一的な助成制度を確立されること。 

 


